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学校事故における教師の不法行為責任
その根拠と問題点
博 行
はじめに
昨今の学校現場においては学校事故の増
加があり、教師の民事上の責任を追及する
動きがある。授業中に発生する事故のみな
らず、放課後の部活動およびいじめに関す
るものである。これらの事故の多発は、学
校および教師に対する不信感を誘発する効
果をもつ。その結果、学校と就学者が関わ
る事故の原因を学校と教師に求め、事故の
損害賠償責任をそれらのみに課す傾向が想
定されることもあながち否定できない。
日本国憲法第26条に定められる教育権を
実現するために、教育基本法および学校教
育法が存在する。これら諸法は学校制度の
骨格をなすものである１)。しかし、学校事
故による学校設置者および教師への責任追
及は、学校制度への社会的不信を通じて、
これら諸法の目的を空洞化させる効果を生
むことも想定できる。その結果、教師自身
が何らかの法的対応をとらざるを得ない局
面が発生する。例えば、教師への誹謗中傷
に対して教師の側からの訴えの提起などで
ある２)。すなわち、学校事故の問題は、学
校制度それ自体の存続に多大な影響を与え
るものであることが否定できない。
これを防止するためには、学校設置者お
よび教師が負う民事上の責任、すなわち損
害賠償責任の明確化が急務となる。なぜな
ら、学校事故を巡る責任の明確化により、
不要な教師と保護者間の紛争を未然に防止
することができるからである。そこで、本
稿では裁判例を素材として、学校事故にお
ける教師の不法行為責任の考察を行う。特
にその類型と各々の内容および関連性を分
析し、さらにそれを巡る問題点を抽出する。
一 学校事故における学校設置者と
教師の法的関係
学校設置者と児童生徒との間には、契約
関係すなわち契約法理が適用される関係が
あるとされてきた３)。最高裁判所は、私立
大学に対する学納金返還訴訟において、大
学を設置運営する学校法人等と当該大学の
学生との間に次の契約関係を認めた４)。ま
ず、大学設置者は学生に対して、講義など
の教育活動の実施で、その目的にかなった
教育役務を提供するとともに、これに必要
な教育施設等を利用させる義務を負う。一
方、学生は大学に対して、これらに対する
対価を支払う義務を負う。在学契約は有償
双務契約としての性質を有する、学校設置
者と学生との間での民法上の非典型契約と
判断された。そこで、教育活動の実施に伴
う学校事故が発生した際には、学校設置者
は債務不履行責任を追及されることになっ
たわけである。
また、学校事故においては注意義務が存
在し、その義務の過怠があった場合には過
失が認定され、教師は民法709条に定める
不法行為責任が課せられる。教師に教育活
動における児童生徒の事故を防止する注意
義務が課せられることは、既に昭和41年の
津地裁判決で明らかにされている５)。本件
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は、海岸で特別教育活動として生徒の水泳
訓練中に異常流のため多数の女子生徒が溺
死した事件である。本判決は、引率教諭に
対して異常流につき生徒に警告を与えるべ
き注意義務ないし生徒が異常流に落込まぬ
よう厳重に監視すべき注意義務があるとし
た。そして、それを果しておれば、事前に
これを防止しえたというべく、本件事故を
注意義務懈怠に帰因したと判断している。
学校事故における教師の責任判定の法的判
断の中心には注意義務違反の有無があり、
現在においてもこれが踏襲されるに至って
いる６)。
したがって、教師の責任は注意義務違反
で不法行為を構成する場合にのみ発生する。
在学契約から派生する義務違反の場合には、
契約当事者として教師が責任を負うことは
ない。民法415条に定める債務不履行の要
件である「債務者の責に帰すべき事由」と
は、在学契約の債務者である学校設置者自
身の故意過失のみならず、信義則上これと
同視すべきとして履行補助者の故意過失も
含まれていると解釈されている７)。そこで、
学校設置者は、履行補助者である教師の過
失に対しても債務不履行の責任を負うこと
になる。 また、公立学校においては教師
が教育活動中に発生した事故については、
国家賠償法１条１項にいう公権力の行使に
該当し設置者である地方公共団体が責任を
負う。８)一方、私立学校においては民法715
条にいう使用者である学校法人が責任を負
う９)。学校設置形態が公立および私立を問
わず、責任すなわち損害賠償責任は教師個
人ではなくそれを雇用する組織体が負うこ
とになり、法的な構造として個人が免責さ
れる。かような教師個人を免責する構造の
下、昨今の学校を巡る問題の社会的注目の
中で、裁判所はこれに対していかなる見解
を示しているかも考慮すべき点である。
二 注意義務の根拠とその
違反発生時間帯
それでは、民法709条にいう不法行為を
構成する前提となる注意義務はいかなる根
拠で存在するのか。裁判例は注意義務を学
校教育法の理念と目的から直接導いている。
例えば、自習時間に発生した事故につき、
学校教育法の趣旨や教師としての職務から、
教師は児童が開放的な気分となる自習中の
事故発生予測とその防止義務があることを
認めている10)。
また、注意義務の違反が認定されるため
には、教育内容の中心にかかわる、すなわ
ち正課中に事故が発生することが必要であ
る。この点につき、授業中に小学校３年生
の児童間の悪戯により左眼に傷害を負った
事故について、担任教師の注意義務違反を
認めている11)。「小学校低学年の児童に対
する学校教育は…教師の教育内容の重要な
一部分を占めている12)」と述べて、授業を
教育内容において重要なものと位置づけて
いる。
教育活動の核心である授業を中心として、
それに関係のある学校における活動を見る
と、裁判例は校外写生授業中に小学校６年
生がトラックで轢死した事故につき、担任
教諭の過失を認定している13)。本件では、
児童が車道上で写生をしないように監視す
るなど、校外授業における指導監督上の注
意義務の違反があったかが審理された。
校内であっても、授業外であれば注意義
務違反の認定がなされない傾向、すなわち
注意義務の程度が軽減されるはずである。
しかし、自習中に発生した事故であれば該
当しない。例えば、小学校３年生が、自習
時間中に児童間で鉛筆の取り合いとなった
際に鉛筆の芯が眼に刺さり受傷した事故で
は、教室内にいた担任教諭の過失を認めて
いる14)。教師が教室内にいる場合に事故が
発生した場合には、その予測が可能という
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論理で責任を認めるわけである。一方で、
教師が公務等の何らかの正当な事由で不在
の教室内で起こった事故については、事例
毎に結果が異なる。教師に責任を負担させ
る裁判例には、小学校５年生が他の児童の
暴行を受けて死亡した事件がある。本判決
では、学習態度や集団行動について、相当
程度の教育を受けて既に相当程度の自律能
力や判断能力を備えていることを判断の理
由としている15)。
一方、教師に負担させるものでは、小学
校４年生が自習時間に級友のいたずらで吹
いた吹矢が左眼に当たって失明した事件が
ある。本件は、児童がクリスマス会で吹矢
による風船割りの出し物をすることを企画
準備し、その後の自習時間に事故が発生し
たものである。本判決では、自習中に児童
が吹矢を取り出して遊ぶことが予想される
ので、吹き矢の保管につき担任教諭に過失
があると認定している16)。ホームルーム時
間においては、小学校４年生が同級生の投
げた鉛筆の先端を眼に受けて傷害を負った
事件がある17)。本判決においては、担任教
諭に高度な注意義務を負わせている。担当
クラスの児童の生命身体の安全について配
慮し、各児童に対する一般抽象的な注意や
指導をするのみならず、他の児童に危害を
与えるおそれのある児童に十分な指導と配
慮をすべき注意義務を課したのである18)。
本判決は、友人関係に問題を有していた児
童を隣席に座らせたことは、正規授業と同
程度かそれ以上に安全を配慮すべき注意義
務に違反したと判断したわけである19)。
本件と同様の自習時間に関するのが次の
事件である。公立小学校３年の児童が、朝
自習の時間帯に離席し、ロッカーから落ち
ていた自分のベストのほこりを払おうとし
てこれを頭上で振り回したところ、ファス
ナーが別の児童の右眼に当たり当該児童が
負傷した。この事件について最高裁判所は、
教室内にいた担任教諭に児童の安全確保等
について過失がないと判断した20)。その理
由として、担任教諭が、ベストを頭上で振
り回すという突発的な児童の行動に気づか
ず、本件事故の発生を未然に防止すること
ができなかったとしても、児童の安全確保
又は児童に対する指導監督についての過失
があるとはいえないと述べている。すなわ
ち、突発性によるもので予見可能性が存在
しないということが、過失否定の理由であ
ったわけである。吹矢の事例と本判決を比
較すると、前者は事故につき教師の過失を
認定し、後者は過失を否定した。事実関係
においては、前者では失明を発生させてい
る点と吹矢という危険性が予測できる機器
があり、その使用に対する教師の注意から
事故発生時の突発性を否定したと推定可能
である。事故原因が吹矢によるものである
が故に、裁判官の心証形成に影響を与えた
ものと考えられるのである。鉛筆の事例と
本判決を見ると、鉛筆を飛ばす行為が児童
間では日常的なものであり、その意味で突
発性の否定につながったものと推定できる。
正課である授業を離れて学校事故が発生
したときに、教師の注意義務違反を認める
裁判例は幼稚園の事例を除きほとんど存在
しない21)。まず、休憩時間については小学
校以上のいずれの学校においても教師の責
任を否定する22)。次に清掃時間の事故につ
いては、外観上危険物と考えられる物を撤
去しなかった場合にのみ教師の過失を肯定
している23)。それ以外の事例については、
事故発生原因が教師の指示に反するという
条件を具備すれば教師の過失は認定されて
いない24)。最後に放課後の時間帯に発生す
る事故についてである。放課後の事故では、
ほぼ学校や教師の責任が否定されている。
その理由として、放課後には教師の監督が
及ばないからである。これは、小学校の児
童が放課後校庭において他の児童に怪我を
させた事件で、学校の責任を否定した昭和
46年の函館地裁判決が先例となっている25)。
この先例の判断はいじめの事例を除いて現
在においても継続している26)。
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三 代理監督者の責任とその範囲
民法は712条で、未成年者が不法行為発
生時に違法性の認識能力を欠けば、賠償責
任を課さない旨を定めている。一定の判断
能力を有しない者は、その行為が非難され
ず損害賠償責任が負わされないのである27)。
この判断能力とは、自己の行為の結果を認
識するに足りるだけの精神能力である。こ
れは責任能力と呼ばれ、従来から自らが法
的な責任を発生させる違法行為を行ってい
るのを知ることとされてきた28)。しかし、
責任能力は個別具体的な状況、すなわち未
成年者の個人的能力によって判断されるも
ので、明確な年齢基準は存在しない。大審
院の頃より12歳前後で推移しているのが現
状である29)。
このような責任無能力者が発生させた損
害の賠償責任は、民法714条に基づいてそ
の者の監督義務者が負うことになる。この
監督義務者とは、民法820条の親権者など
が該当し法定の監督義務者である30)。監督
義務者の責任は、自らの行為についての賠
償責任ではない。また、挙証責任は転換さ
れ、監督義務者は責任無能力者への監督を
怠らなかったことを立証しなければならな
い31)。監督義務者責任の成立要件は、責任
無能力者の違法な加害行為とともに監督義
務の過怠の存在である。したがって、これ
らの立証は困難であるため、実際に民法
714条は法定監督義務者の責任を相当に加
重する中間責任となる32)。
民法714条はその２項で、法定の監督義
務者に代わる、いわゆる代理監督義務者の
責任を定めている。代理監督者とは、例え
ば法定監督義務者と在学契約など契約を結
ぶ者が該当する。したがって、時間や場所
さらには監督の対象と目的が限定された契
約上の責任が代理監督者責任となる。学校
種でいえば、責任無能力者が就学する保育
所33)を加えた学校、すなわち幼稚園と小学
校が、この責任が重点的に適用可能となる
場所になる。
在学契約の当事者は、学校設置者と児童
生徒などの法定代理人である。教師は在学
契約の直接の当事者ではなく履行補助者と
位置づけられる。しかし、それにも関わら
ず判例通説とも教師に代理監督責任を負わ
せる傾向にある。公立学校においては国家
賠償法第１条による免責がある。また、私
立学校においては民法715条に基づく使用
者責任があるため、直接教師に損害賠償責
任は発生しないとされるのである34)。通説
判例には、責任を迂回的に負わせるもので
あるとする批判が存在している35)。通説判
例を採れば、教師としての職務から代理監
督者責任を導かざるを得ないのである。し
たがって、過大な損害賠償責任を職務とし
て第一義的に教師に負わせることが、果た
して妥当であるのか疑問となる。
ところで、裁判例は学校における代理監
督者の監督義務を、教育活動およびこれと
密接不離な関係にある生活関係についての
みに限定する36)。学説は、責任を在学契約
から生じる代理監督義務の範囲内に限って
いる37)。さらに、裁判例の中には代理監督
義務者の監督下と予想可能性のある加害行
為から代理監督責任の範囲を導き出すもの
がある38)。これらを考慮すれば、裁判例が
示した教育活動と密接不離の関係にある生
活関係に妥当するものは正課授業となろう。
実際に代理監督者責任を根拠にして、学
校事故の被害者が教師を被告として訴えた
事例はほとんどない。小学校以上の学年齢
の学校に限定すれば、平成８年の神戸地裁
判決39)以降では塾の送迎バスの事例がある
に過ぎない。本件は、塾の玄関前で鬼ごっ
こをしていた小学校４年生の児童が、背中
を押され路上に転倒して塾送迎用バスに轢
過されて死亡した事件である。塾の授業開
始前である理由から、加害児童の親権者に
監督義務者責任を課したものである40)。ま
た、教育活動と密接不離の関係の中で発生
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した事故における、代理監督者責任が争点
であった。したがって、代理監督義務に基
づいて責任を追及した例は、正課外の事故
に限定される傾向が見られるのである。二
で見たように民法709条の一般不法行為に
おける注意義務違反は、正課内とそれに関
連する時間帯で発生した事故において認定
されている。監督義務者に責任を課す蓋然
性が強い中間責任を課すのは民法714条で
ある。同条ではなく民法709条の一般不法
行為が、事故でこの時間帯での事故で根拠
にされているのである。そこで、この点と
正課外とされる事例においてのみ代理監督
義務違反が主張されている現状を考慮すれ
ば、正課中事故であれば一般不法行為を根
拠にしても勝訴蓋然性が高いことを意味す
る。
以上のことから、低年齢になるほど代理
監督義務違反が主張される一方で、学校事
故全般については第一義的に一般不法行為
の訴えが提起されるといえる。また、一般
不法行為の注意義務違反で現れた予見可能
性が、代理監督者責任判定の際の基準とも
なっていることも併せて認められるのであ
る。
四 注意義務違反と代理監督者責任
の根拠
幼稚園児や小学校低学年児童は、責任能
力を完全に否定される者であると強く推定
される。そこで、教育活動と密接不離な生
活関係は年齢が下がるにつれて広範となら
ざるを得ない。この意味で、民法714条２
項の代理監督義務者責任の範囲が拡大して、
同709条に基づく事故防止を目的とする注
意義務違反と重複する関係となる。民法
709条所定の一般不法行為における、過失
を認定するための注意義務違反については、
容易に認定される可能性がある。なぜなら、
教師の注意義務は二で見たように学校教育
法の理念を前提とした高い程度が求められ
ているからである。この意味で、一般不法
行為での注意義務は、教育活動と密接不離
の関係に限定されるものの、民法714条に
おいて親権者および代理監督義務者に課せ
られた義務と同等といえよう。
民法714条に基づいた訴えにおいては、
法定監督義務者と代理監督義務者の責任範
囲を検討する。例えば、昭和63年の長崎地
裁福江支部判決では、「親権者は児童が校
長、教師等の代理監督義務者の監督下にあ
ったか否かにかかわらず、児童の全生活関係
にわたって監督義務を負うものである。」41)
と述べている。平成５年の宇都宮地裁判決
は、「児童が右不法行為を行ったときに小
学校教育のために学校長等の指導監督の下
に置かれ、学校長等が代理監督義務者とし
ての責任を負うとしても、そのことによっ
て親権者の右責任が当然に免除されること
にならない。」42)と示している。また昭和55
年の大阪地裁判決は、「小学校の教諭は、
学校教育法等の法令により学校における教
育活動及びこれと密接不離な生活関係につ
いて法定の監督義務者に代わって児童の身
体の安全を保護し監督すべき義務を負うも
のである」43)と、学校教育法の理念から代
理監督義務者責任を導き出している。
一方で、民法709条違反を請求原因とし
た例では、繰り返しになるが学校教育法上
の義務違反を不法行為が成立するための過
失としている。例えば、昭和51年の神戸地
裁判決は、教師が教育活動及びこれと密接
不離の生活関係における代理監督義務は学
校教育法に由来するという前提をとり、親
権者の監督義務とは独立したものと述べて
いる44)。すなわち当該義務は、「児童の生
活身体の安全について万全を期すべき高度
の義務」であり、「親権者のそれに対し単
に補完的副次的なものにとどまるものとは
解し難く」45)とするのである。昭和55年の大
阪地裁判決も、小学校教諭が「学校教育法
等の法令により学校における教育活動及び
これと密接不離な生活関係について法定の
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監督義務者に代わって児童の身体の安全を
保護し監督すべき義務を負う」と述べてい
る。さらに、平成８年の京都地裁判決は、
校外写生授業中に交通事故で児童が死亡し
た事故につき、原告の学校教育法等の法令
を根拠とする代理監督義務違反の主張を容
れ指導監督上の注意義務を怠ったことを理
由に担任教諭の過失を認定している46)。
以上の民法714条および709条を各々請求
原因とする訴えでの判決理由から明らかな
ように、前者では代理監督義務を714条か
ら導きだしているだけでなく学校教育法を
根拠にしている。また後者では、代理監督
義務者について、民法714条２項を直接の
根拠としていないにもかかわらず学校教育
法からそれを導き出し、高度な注意義務と
して同709条の枠組みの中で判断する論理
を構成している。したがって、責任無能力
者による違法行為の事例においては、いず
れの条文に拠っても代理監督義務の存在が
推定されることになる。そこで、いずれを
請求原因にするかは、一定の基準を見出す
ことはできないのである。事故が学校生活
でのどの時点で発生するか、すなわち授業
中かそれともそれ以外かによって、根拠と
する条文が異なるわけではない。原告がい
ずれを根拠とするかに拠っているのである。
民法714条は絶対的責任に比肩する無過
失と、過失責任との中間にある責任と位置
づけられてきた。また、挙証責任は被告で
ある法定監督義務者および代理監督義務者
にあり、実際には免責される可能性はない
に等しい。しかし、民法709条の通常の不
法行為で訴えが提起されている。一般的に
は、挙証責任が原告にある民法709条の訴
えは原告にとって酷である。かような状況
にあっても民法709条の訴えが提起される
のは、具体的な過失にかかる証拠について
挙証責任が被告に転換したとも推定可能で
ある。この点につき、例えば平成５年の宇
都宮地裁判決がある。本件では、小学校２
年生がハサミを使って工作をしていた件に
つき、原告は被告に事故の予見可能性と児
童の動静を注視する義務があり、それを怠
ったと主張しているに過ぎなかった。それ
を受けて、本判決はかような状況において
は、事故の予見可能性があり児童に対して
適宜注意と指導を行う義務が担当教諭にあ
り、それを怠ったとして過失を認定するに
至っている47)。
裁判例から見出せることは、代理監督義
務は直接民法714条からのみならず学校教
育法からも導き出せ、いずれを根拠にせよ
高度な注意義務を前提にして挙証責任の転
換がはかられていることである。そして、
結果的には民法714条のみならず同709条に
も基づいて教師に過失を認める結論を導き
出しているということになる。
五 一般不法行為と代理監督者責任
の競合
未成年者のうち責任無能力者が発生させ
る学校事故においては、教師は民法709条
に基づくものと同714条に基づくものの２
つの責任を併有することになる。
しかし、民法709条と714条が融合した新
しい不法行為類型が学説上主張されている
のは、責任能力のある未成年者についてで
ある。責任能力者に十分な賠償を行う資力
に欠ける場合を想定して、この不都合を避
けるための手法となっている。これは、監
督上の過失と損害発生の間に因果関係が存
在すれば、民法709条を根拠として監督義
務者に損害賠償責任を認め、これと責任能
力者の損害賠償責任とを併存させようとの
主張48)を出発点にしている。最高裁判所も、
「監督義務者の義務違反と当該未成年者の
不法行為によって生じた結果との間に相当
因果関係を認めうるときは、監督義務者に
つき民法709条に基づく不法行為が成立す
る」と、この主張を採用するに至ってい
る49)。
直接の加害行為者である未成年者の注意
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義務違反は被害者に直接向けられているの
に対して、間接的な加害行為者である監督
義務者の注意義務違反は未成年者に向けら
れている。したがって、各々の注意義務と
その違反の対象は異なる。民法709条に基
づく事故防止を目的とする注意義務違反と、
同714条に基づく監督義務違反である。民
法709条の場合には親権者が子供の加害行
為に対していかなる行動をとったかの過失
であり、同714条では一般日常的な親権者
の態度と行動にかかる義務懈怠である過失
である50)。
責任能力のある加害行為者への監督義務
の事例においては、民法709条または同714
条のいずれの責任と位置づけるかが対立し
てきた。挙証責任の転換をしなくても民法
709条の責任とするもの51)、同714条を直接
の根拠とするもの52)、そして同714条を類
推とするものである53)。これらの学説の対
立状況からみると、義務の対象が各々異な
るために、民法709条と同714条が融合した
新しい不法行為類型が生まれたと見ること
も理由があろう54)。ただし、この融合説は
責任能力者の不法行為と、加害行為をした
責任能力者に対する保護者の過失に着目し
ている点で、本稿における問題とは次元を
異にしている。さらに、この融合説に対し
ては、民法709条と同714条の異なる立法趣
旨をいかに融合すべきであるのかという疑
問が生じる。また、いかなる請求原因で訴
えが提起されるかという訴訟法上の問題も
指摘できる55)。融合説からは、これらの問
題点に対して何ら対応がなされていないの
が現状である。かような状況からは、加害
行為者の責任無能力を前提とする幼稚園や
小学校の事故における代理監督義務者責任
を、融合説的に説明することは困難である。
したがって、民法709条と同714条の各々の
義務が競合する状況にあるとするのが妥当
ということになる。
六 安全配慮義務とそれを巡る問題
１．安全配慮義務の由来
近時、学校事故で安全配慮義務に違反す
る旨で、教師の過失を認定する事例が増加
している。例えば、小学校児童２人が、昼
休みに投石をして他の児童にけがを負わせ
たことにつき、教師の安全配慮義務違反の
有無が判断されている56)。それではここに
いう安全配慮義務はいかなる根拠から発生
するものなのか。
従来は、安全配慮義務は雇用関係から生
ずる労働災害の事例において使用者に課せ
られたものであった。例えば、昭和49年に
福岡地裁小倉支部は、工事現場における下
請会社の作業員の墜落事故につき、使用者
が雇用契約から生ずべき労働災害の危険全
般に対して人的物的に労働者を安全に就労
せしむべき一般的な安全保証義務を負うと
判断した57)。さらに、安全配慮義務は、雇
用契約の内容から直接導き出される義務で
ないことも明示された。最高裁判所は、あ
る法律関係に基づいて特別な社会的接触関
係に入った当事者間において、当該法律関
係の附随義務として当事者の一方または双
方が相手方に対して信義則上負う義務と位
置づけたのである58)。その結果、契約に基
づいた安全配慮義務は、信義則を媒介にし
て民法709条の一般不法行為上の義務とな
り、民法724条に定める不法行為消滅時効
の３年を民法167条所定の債権の10年に延
長させる効果をもつことになる59)。
２．学校事故における安全配慮義務
学校、とりわけ学校設置者の安全配慮義
務が争われることになったのは、昭和54年
の長野地裁判決である。本件は、県立高校
の柔道部員が県高等学校長会主催の体育大
会に出場中怪我を負った事件であった。本
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判決は、在学契約に付随する当然の義務と
して教育条理および信義則上、学校設置者
が生徒の生命身体等を危険から保護するた
めの措置をとるべき安全配慮義務を負って
いる旨を述べた60)。ただし、本判決は、当
該柔道部員を本件大会に参加させることに
つき高校長ならびに指導教諭のとった措置
に係る義務違背の事実は認められないとす
る理由から、学校設置者である県に安全配
慮義務の不履行を認めていない。
学校事故における安全配慮義務が争われ
た初期の例として、昭和55年の札幌地裁判
決がある61)。本件は、高等学校の生徒が河
川敷のグランドで野球の練習中に、川に落
ちたボールを捕虫網で拾おうとして増水し
ていた水流に誤って転落し、溺死した事故
について、右捕虫網の使用を禁止していな
かったことが安全配慮義務違反に該当する
かが争われた事案である。裁判所は、学校
設置者の前記安全配慮義務の内容は、生徒
の年令やその場の状況等に応じて具体的に
決定されるべきものであると述べた。次に、
高等学校の生徒の年令に達した者であれば、
自己の生命と身体に対する危険の予知と認
識能力が成人に劣っておらず、安全配慮義
務の具体的態様もこのことを前提として決
すれば足りるととらえた。そして、被告で
ある学校設置者には本件事故と相当因果関
係のある安全配慮義務の懈怠はなかったと
判断している。次に、小学校６年生の生徒
が、学校行事としての太平洋少年親善使節
団としてハワイに旅行中、ホテルの15階か
ら転落死した事故につき、学校設置者の安
全配慮義務違反が争われた、昭和57年の大
阪地裁判決がある62)。本判決は、安全教育
が徹底されていたとして、学校設置者に安
全配慮義務の不履行を認めていない。
安全配慮義務は、契約をはじめとする法
律関係を前提とした附随義務とされた関係
上、初期の事例においては児童生徒との間
の在学契約の当事者である学校設置者にの
み認められた。しかし、在学契約の履行補
助者として教師にも安全配慮義務が負わさ
れることになり63)、教師も安全配慮義務が
あることが認められるに至った。昭和62年
には福岡地裁で、県立高校ラグビー部が社
会人との練習試合中に生徒が負傷した事故
につき、相手が格段の実力差のある強力な
社会人チームであるにもかかわらず、はな
はだ未熟な生徒を急きょ起用した指導教諭
には安全配慮義務違反があると判断される
に至っている64)。また、昭和63年の東京地
裁判決に、高校１年生の体育授業で補強運
動として肩車を選択実施した際に、肩車の
やり方を詳細に説明し、組み合わせの交替
を認めていたため、指導教師の安全配慮義
務違反を認めなかった事例が存在する65)。
３．学校事故における安全配慮義務の内容
昭和54年の長野地裁判決においては、学
校における安全配慮義務は在学契約に付随
する生徒の生命身体等を危険から保護する
ための措置をとるべき積極的な作為を要求
する義務であると示されていた。そこで、
元来は予見可能な危険から彼らを保護する
一般不法行為上の注意義務とは、安全配慮
義務は異なるはずである。しかし、安全配
慮義務が争われた事案においては、注意義
務違反の主張がなされておらず、安全配慮
義務と注意義務が互換的に使用されている
傾向にあるといえる。例えば、高校２年生
の女子生徒がバスケットボール部の練習終
了直後に熱中症により倒れ健忘の症状が生
じた事案につき、平成20年の大分地裁判
決66)がこれを示している。すなわち、高校
の部活動監督である担当教師に、「部活の
実施により、部員の生命、身体に危険が及
ばないように配慮し、部員に何らかの異常
を発見した場合には、その容態を確認して
応急処置を執り必要に応じて医療機関に搬
送すべき一般的な注意義務（安全配慮義
務）を負っている」67)と述べているのであ
る。したがって、安全配慮義務は、契約な
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ど法律関係を前提とした附随義務ではある
が、不法行為での過失判断の根拠となる義
務とも用いられ、注意義務と互換的かつ同
内容をもつ義務と位置づけられていること
になる。
ところで、この安全配慮義務が及ぶ範囲
として、裁判例は「学校における教育活動
及びこれに密接に関連する生活関係におい
て、生徒の生命、身体、精神、財産等の安
全を確保すべき配慮義務があり…」68)と述
べる。また「公立中学校における教員には、
学校における教育活動及びこれに密接に関
連する生活関係における生徒の安全の確保
に配慮すべき義務があり…」69)と認めてき
た。教育活動及びこれと密接に関連する生
活関係に対して、安全配慮義務が及ぶこと
を示すのである。ここで示された範囲は、
代理監督者責任が及ぶ範囲と同等である。
そこで、この範囲の中で安全配慮義務と代
理監督義務が並置され競合していることに
なる。不法行為責任上、安全配慮義務と注
意義務の概念的区別がなされるならば、代
理監督義務を併せた３つの義務が教育活動
及びこれと密接に関連する生活関係におい
て併存することになる。
安全配慮義務がこの範囲に及ぶことを明
言した裁判例は、いずれもいじめ自殺の事
案である。義務の内容は、「生徒の生命、
身体、精神、財産等に大きな悪影響ないし
危害が及ぶおそれがあるようなときには、
そのような悪影響ないし危害の現実化を未
然に防止するため、その事態に応じた適切
な措置を講じる一般的な義務がある。」70)と
する、積極的な危害防止の作為を求めるも
のである。いじめのみがこのような作為義
務を求めているのかについて、裁判例は明
らかにしていない。ただし、いじめが放課
後など正課外で発生している状況を考慮す
れば、この危害防止の作為義務の範囲は広
範なものとならざるを得ないことになる。
おわりに
学校事故における教師の不法行為責任は、
民法709条に定める一般不法行為と同714条
２項の代理監督者責任の２つの根拠で発生
する。しかし、各々の根拠には未解決の問
題が存在した。まず、一般不法行為におい
ては実質的に挙証責任の転換が行われてい
るのではないかという点である。そのため、
通常では原告にとり負担となる挙証責任が、
学校事故事案においては軽減されているこ
とである。その結果、学校事故が発生すれ
ば訴訟提起が容易となる。これに加えて、
安全配慮義務が在学契約に由来するものの、
教師個人の過失を判定する根拠となってい
る点である。注意義務と安全配慮義務の概
念的区別が明確になされておらず、これら
が互換的に使用されているため、具体的事
案において義務内容が不明となるおそれが
ある。
次に、代理監督者責任については、在学
契約の直接の当事者である学校設置者に加
えて、教師個人を代理監督者とすることへ
の疑問である。法定の監督義務者の責任は、
責任無能力者の違法行為の監督上の過失に
基づくものであり、一般の過失責任よりも
重い責任とされている。代理監督者は、こ
の法定の監督義務者の責任を、時空間を限
定して引受けるものであるため、個人の教
師へかような重大な責任を課す妥当性が疑
問となる。特に低年齢の園児児童への代理
監督者責任は、監督対象者の弁識能力の低
さから広範囲とならざるを得ないのである。
したがって、教師の不法行為責任は、民
法709条での注意義務と安全配慮義務の違
反、および同714条の代理監督者責任の３
つで構成されている。上記にあげた概念的
不明瞭さがゆえに、互換的な義務概念の混
乱が生じている問題があり、これらの峻別
化と整理が急務となる。義務概念の混乱は、
名目的義務の乱立にもつながり、そのため
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教師個人の責任範囲の拡大をもたらしかね
ない。特にいじめの事案においては、その
傾向が顕著となり得る。そこで、積極的な
作為義務と消極的なそれとを峻別し、さら
に法定の監督義務者と代理監督者の義務上
の関係を一定程度明確にすることが必要で
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 The Torts Liability of a Teacher in the School Accidents
 
Hiroyuki YUZURIHA
 
The problem of the school accidents cannot be denied to have a great influence on
 
a teacher in addition to the continuation of school system itself. Therefore, it is
 
necessary to clarify what torts liability a teacher should have. This article analyzes the
 
types of torts liability a teacher owes and extracts problems concerning it.
The torts liability of a teacher is composed of the breaches of three duties;the duty
 
of care,the safe consideration duty,and the supervisory duty to school children.There
 
remains an essential problem of the confusion of these duty concepts, leading to the
 
unlimited liability on a school teacher to the school accidents. To avoid this problem,
this article concludes that clarification on the obligatory relation between parents and
 
a teacher should be done.
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